
議案第９２号 小松島市行政情報公開条例の一部を改正する条例について

《改正の趣旨》

令和５年４月施行の個人情報保護法改正により、個人情報の定義の全国的な統一等が図られるのにあわせ、行政情報公開制度における不開示情報の

規定を改めるとともに、行政情報開示手数料を無料とする改正等を行うもの。

小松島市行政情報公開条例(平成12年小松島市条例第47号)新旧対照表 

現行 改正後（案） 備考

(行政情報の開示義務) (行政情報の開示義務) 

第7条 実施機関は，開示請求があった行政情報に，次の各号のい

ずれかに該当する情報(以下「非開示情報」という。)が記録され

ている場合を除き，当該行政情報を開示しなければならない。

第7条 実施機関は，開示請求があった行政情報に，次の各号のい

ずれかに該当する情報(以下「不開示情報」という。)が記録され

ている場合を除き，当該行政情報を開示しなければならない。

改正

(1) 略 (1) 略  

(2) 個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情

報を除く。)であって，特定の個人が識別され，又は識別され

得るもの。ただし，次に掲げる情報を除く。

(2)  個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情

報を除く。)であって，当該情報に含まれる氏名，生年月日そ

の他の記述等(文書，図画若しくは電磁的記録に記載され，若

しくは記録され，又は音声，動作その他の方法を用いて表さ

れた一切の事項をいう。)により特定の個人を識別することが

できるもの(他の情報と照合することにより，特定の個人を識

別することができることとなるものを含む。)。ただし，次に

掲げる情報を除く。

改正

ア 法令等の規定により何人でも閲覧することができる情報 ア 法令の規定により又は慣行として公にされ，又は公にす

ることが予定されている情報
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イ 実施機関が公表することを目的として作成し，又は取得

した情報

イ 人の生命，健康，生活又は財産を保護するため，公にす

ることが必要であると認められる情報

ウ 公務員(地方公務員法(昭和25年法律第261号)第2条に規定

する地方公務員及び国家公務員法(昭和22年法律第120号)第
2条第1項に規定する国家公務員をいう。)の職務の遂行に係

る情報に含まれる当該公務員の職及び氏名(ただし，公にす

ることにより個人の正当な利益が損なわれるおそれがない

と認められる場合に限る。) 

ウ 当該個人が公務員等(地方公務員法(昭和25年法律第261
号)第2条に規定する地方公務員，地方独立行政法人(地方独

立行政法人法(平成15年法律第118号)第2条第1項に規定す

る地方独立行政法人をいう。)の役員及び職員，国家公務員

法(昭和22年法律第120号)第2条第1項に規定する国家公務

員(独立行政法人通則法(平成11年法律第103号)第2条第4項
に規定する行政執行法人の役員及び職員を除く。)並びに独

立行政法人等(独立行政法人等の保有する情報の公開に関す

る法律(平成13年法律第140号)第2条第1項に規定する独立

行政法人等をいう。)の役員及び職員をいう。)である場合に

おいて，当該情報がその職務の遂行に係る情報であるとき

は，当該情報のうち，当該公務員等の職及び氏名(氏名にあ

っては，公にすることにより個人の正当な利益が損なわれ

るおそれがないと認められる場合に限る。)並びに当該職務

遂行の内容に係る部分

(3)～(7) 略 (3)～(7) 略 

(行政情報の部分開示等) (行政情報の部分開示等) 

第8条 実施機関は，開示請求に係る行政情報に，非開示情報とそ

れ以外の情報とが併せて記録されている場合において，これら

の情報を容易に，かつ，開示請求の趣旨を失わない程度に分離

第8条 実施機関は，開示請求に係る行政情報に，不開示情報とそ

れ以外の情報とが併せて記録されている場合において，これら

の情報を容易に，かつ，開示請求の趣旨を失わない程度に分離

改正
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できるときは，当該非開示情報に係る部分を除いて開示しなけ

ればならない。

できるときは，当該不開示情報に係る部分を除いて開示しなけ

ればならない。

改正

2 実施機関は，非開示情報が記録された行政情報であっても，期

間の経過により当該行政情報を開示しない理由がなくなったと

きは，当該行政情報を開示しなければならない。 

2 実施機関は，不開示情報が記録された行政情報であっても，期

間の経過により当該行政情報を開示しない理由がなくなったと

きは，当該行政情報を開示しなければならない。 

改正

(行政情報の存否に関する情報) (行政情報の存否に関する情報) 

第9条 開示請求に対し，当該開示請求に係る行政情報が存在して

いるか否かを答えるだけで，非開示情報を開示することとなる

ときは，実施機関は，当該行政情報の存否を明らかにしないで

当該開示請求を拒否することができる。

第9条 開示請求に対し，当該開示請求に係る行政情報が存在して

いるか否かを答えるだけで，不開示情報を開示することとなる

ときは，実施機関は，当該行政情報の存否を明らかにしないで

当該開示請求を拒否することができる。

改正

(開示請求に関する決定等) (開示請求に関する決定等) 

第10条 実施機関は，開示請求があったときは，当該開示請求が

あった日の翌日から起算して14日以内に当該開示請求に対する

開示又は非開示の決定(行政情報の一部を開示しない旨の決定及

び行政情報が存在しないことその他の理由により開示請求を拒

否する決定を含む。以下同じ。)を行い，速やかに開示請求者に

書面により通知しなければならない。ただし，第6条第2項の規

定により補正を求めた場合にあっては，当該補正に要した日数

は，当該期間に算入しない。

第10条 実施機関は，開示請求があったときは，当該開示請求が

あった日の翌日から起算して14日以内に当該開示請求に対する

開示又は不開示の決定(行政情報の一部を開示しない旨の決定及

び行政情報が存在しないことその他の理由により開示請求を拒

否する決定を含む。以下同じ。)を行い，速やかに開示請求者に

書面により通知しなければならない。ただし，第6条第2項の規

定により補正を求めた場合にあっては，当該補正に要した日数

は，当該期間に算入しない。

改正

2 実施機関は，前項の規定により非開示の決定をしたときは，そ

の理由を併せて通知するものとする。この場合において

2 実施機関は，前項の規定により不開示の決定をしたときは，そ

の理由を併せて通知するものとする。この場合において

改正

(1) 略 (1) 略 
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(2) 非開示の決定をした行政情報が，期間の経過により開示す

ることができるようになる期日をあらかじめ明示することが

できるときは，その期日を明らかにしなければならない。 

(2) 不開示の決定をした行政情報が，期間の経過により開示す

ることができるようになる期日をあらかじめ明示することが

できるときは，その期日を明らかにしなければならない。 

改正 

3 実施機関は，やむを得ない理由により，第1項に規定する期間

内に開示又は非開示の決定をすることができないときは，開示

請求のあった日の翌日から起算して60日を限度として当該期間

を延長することができる。この場合において，実施機関は，当

該延長の期間及び延長の理由を開示請求者に書面により通知し

なければならない。 

3 実施機関は，やむを得ない理由により，第1項に規定する期間

内に開示又は不開示の決定をすることができないときは，開示

請求のあった日の翌日から起算して44日を限度として当該期間

を延長することができる。この場合において，実施機関は，当

該延長の期間及び延長の理由を開示請求者に書面により通知し

なければならない。 

 
改正 
改正 

4 実施機関が第1項に規定する期間(前項の規定によりこの期間が

延長された場合にあっては，その延長後の期間)内に開示又は非

開示の決定をしないときは，開示請求者は，その請求に係る行

政情報の開示をしない旨の決定があったものとみなすことがで

きる。 

4 実施機関が第1項に規定する期間(前項の規定によりこの期間が

延長された場合にあっては，その延長後の期間)内に開示又は不

開示の決定をしないときは，開示請求者は，その請求に係る行

政情報の開示をしない旨の決定があったものとみなすことがで

きる。 

 
改正 

(著しく大量な開示請求に係る開示又は非開示の決定の特例) (著しく大量な開示請求に係る開示又は不開示の決定の特例) 改正 

第11条 実施機関は，開示請求に係る行政情報が著しく大量であ

るため，開示請求のあった日の翌日から起算して60日以内にそ

のすべてについて開示又は非開示の決定をすることにより事務

の遂行に著しい支障が生ずるおそれがあると認められる場合に

は，当該請求に係る行政情報の相当部分につき，当該期間内に

開示又は非開示の決定をし，残りの部分については，相当の期

間内に開示又は非開示の決定をすれば足りる。この場合におい

第11条 実施機関は，開示請求に係る行政情報が著しく大量であ

るため，開示請求のあった日の翌日から起算して44日以内にそ

のすべてについて開示又は不開示の決定をすることにより事務

の遂行に著しい支障が生ずるおそれがあると認められる場合に

は，当該請求に係る行政情報の相当部分につき，当該期間内に

開示又は不開示の決定をし，残りの部分については，相当の期

間内に開示又は不開示の決定をすれば足りる。この場合におい

 
改正 
改正 
 
 
改正 
改正 
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て，前条第4項の規定は，適用しない。 て，前条第4項の規定は，適用しない。 

(第三者保護の意見聴取) (第三者保護の意見聴取) 

第12条 開示請求に係る行政情報に第三者に関する情報が記録さ

れているときは，開示又は非開示の決定に先立ち，当該第三者

に対し，開示請求に係る行政情報の表示その他実施機関が定め

る事項を通知して，意見書を提出する機会を与えることができ

る。

第12条 開示請求に係る行政情報に第三者に関する情報が記録さ

れているときは，開示又は不開示の決定に先立ち，当該第三者

に対し，開示請求に係る行政情報の表示その他実施機関が定め

る事項を通知して，意見書を提出する機会を与えることができ

る。

改正

(費用の負担) (費用の負担) 

第14条 この条例の規定による行政情報の開示に係る手数料は，

小松島市事務手数料条例(平成12年小松島市条例第2号)で定め

る。

第14条 この条例の規定による行政情報の開示に係る手数料は，

無料とする 

 。

改正

2 この条例           の規定に基づき行政情報の

写しの交付を受けるものは，小松島市規則で定めるところによ

り，当該写しの作成及び送付に要する費用を負担しなければな

らない。

2 前項の規定にかかわらず，この条例の規定に基づき行政情報の

写しの交付を受けるものは，小松島市規則で定めるところによ

り，当該写しの作成及び送付に要する費用を負担しなければな

らない。

改正

(審査請求があった場合の措置) (審査請求があった場合の措置) 

第15条 第10条第1項の決定又は開示請求に係る不作為について，

行政不服審査法(平成26年法律第68号)の規定による審査請求が

あった場合は，当該審査請求に係る審査庁は，当該審査請求の

全部を認容するとき(第12条第2項に定める反対意見書が提出さ

れている場合及び当該審査請求の全部を認容することについて

反対する旨の参加人の意見書が提出されている場合並びに口頭

第15条 第10条第1項の決定又は開示請求に係る不作為について，

行政不服審査法(平成26年法律第68号)の規定による審査請求が

あった場合は，当該審査請求に係る審査庁は，当該審査請求の

全部を認容するとき(第12条第2項に定める反対意見書が提出さ

れている場合及び当該審査請求の全部を認容することについて

反対する旨の参加人の意見書が提出されている場合並びに口頭
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意見陳述においてその旨の意見が述べられている場合を除く。)
又は当該審査請求が不適法であることを理由として却下すると

きを除き，小松島市情報公開審査会  

 に諮問し，その

答申を尊重し，当該審査請求に対する裁決を行わなければなら

ない。

意見陳述においてその旨の意見が述べられている場合を除く。)
又は当該審査請求が不適法であることを理由として却下すると

きを除き，小松島市行政不服審査会条例(令和4年小松島市条例第

号)第1条に規定する小松島市行政不服審査会に諮問し，その

答申を尊重し，当該審査請求に対する裁決を行わなければなら

ない。

改正

2 略 2 略 

3 第12条第2項の規定は，次の各号のいずれかに該当する裁決を

する場合について準用する。

3 第12条第2項の規定は，次の各号のいずれかに該当する裁決を

する場合について準用する。

(1) 略 (1) 略 

(2) 審査請求に係る非開示決定を変更し，当該審査請求に係る

行政情報を開示する旨の裁決(開示請求者以外のものである参

加人が当該行政情報の開示に反対の意思を表示している場合

に限る。) 

(2) 審査請求に係る不開示決定を変更し，当該審査請求に係る

行政情報を開示する旨の裁決(開示請求者以外のものである参

加人が当該行政情報の開示に反対の意思を表示している場合

に限る。) 

改正

4 小松島市情報公開審査会の組織，権限，審査方式，調査方法，

審議手続その他運営に関する事項については，別に条例で定め

る。

削る

5 審査庁は，第1項の審査請求がなされた場合，行政不服審査法

第9条第1項に基づく審理員の指名については，これを行わない

ものとする。

4 審査庁は，第1項の審査請求がなされた場合，行政不服審査法

第9条第1項に基づく審理員の指名については，これを行わない

ものとする。

改正

(会議の公開) (会議の公開) 

第17条 実施機関に置く附属機関及びこれに類するものは，その 第17条 実施機関に置く附属機関及びこれに類するものは，その
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会議(法令等の規定により公開することができないとされている

会議を除く。)を公開するものとする。ただし，次に掲げる場合

であって，当該会議で非公開を決定したときは，この限りでな

い。

会議(法令等の規定により公開することができないとされている

会議を除く。)を公開するものとする。ただし，次に掲げる場合

であって，当該会議で非公開を決定したときは，この限りでな

い。

(1) 非開示情報が含まれる事項について審議，審査，調査等を

行う会議を開催する場合

(1) 不開示情報が含まれる事項について審議，審査，調査等を

行う会議を開催する場合

改正

(2) 略 (2) 略 
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